様式第１号
令和　　年　　月　　日　
（あて先）秋田県知事　　　　　　　　
住　所
申請者
                                             　氏　名　　　　　　　
補助金交付申請書
　　　　　令和８年度において、次のとおり補助金を交付されるよう申請します。
１　補助金の名称　　　Ｍ＆Ａ支援事業費補助金
２　補助金の申請額      　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 円
３　補助事業の実施期間      令和　年　 月 　日　～　令和　年 　月 　日
４　補助事業の実施計画　　　別紙のとおり
５　収支予算書      別紙のとおり
領様式第２号

事　業　実　施　計　画　書
１．申請者の概要

	（１）企業名称
	

	（２）代表者職・氏名
	

	（３）住　　所
	〒



	（４）設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	（５）資本金

	　　　　　　　　　　円

	（６）従業員数
	　　　　　　　　　　人（うち正社員数　　　　　人）

	（７）主たる業種
	

	（８）連絡先
	担当者所属部署名：

担当者職・氏名　：

電話番号　　　　：

ＦＡＸ番号　　　：

Ｅ－ｍａｉｌ　　：


２．申請事業の概要

	（１）事業区分

（いずれかに○）
	譲渡型　　　　　　譲受型　　　　　　ＰＭＩ型

	（２）事業期間
	　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	（３）計画内容
	（Ｍ＆Ａの計画内容についてわかりやすく記載してください。）

【想定スキーム】

【想定スケジュール】


	（４）Ｍ＆Ａ（ＰＭＩ）の目的・必要性
	（Ｍ＆Ａ（ＰＭＩ）の目的・背景、必要性についてわかりやすく記載してください。）









	（５）譲渡企業従業員の雇用計画・方針

※ＰＭＩ型の場合、統合後の

雇用計画・方針を記載する
こと
	（譲渡企業従業員の雇用計画・方針について具体的に記載してください。）



	（６）引継ぎ事業の

成長可能性


	（事業により期待されるシナジー効果等について記載してください。）

　

　　

	（７）地域経済への

影響　
	（譲渡企業の取引先維持方針、シナジーによる取引先創造、譲渡後の地域貢献の見込み等について記載してください。）




	（８）事業支援機関


	（事業の検討・実施にあたり、支援を受けている機関の名称等について記載してください。）

	
	支援機関名：

担当者：
支援内容：
	支援機関名：

担当者：
支援内容：


領様式第３号　収支予算書

（１）収入の部
（単位：円）

	年度
	区分
	収入予定額
	備　　考

	
	・自己資金

・補助金

・借入額

・その他（　　　　　）
	
	

	
	計
	
	


（２）支出の部
（単位：円）

	年度
	区分
	総事業費
	補助対象

事業費
	補助金等

申請額
	備　　考

（積算内訳）

	
	・謝金

・旅費

・委託費
・許認可等取得関連費

・使用料及び賃借料
・その他


	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	


領様式第４号

誓　約　書
　Ｍ＆Ａ支援事業の交付申請にあたり、以下に掲げるＭ＆Ａ支援事業実施要領第４条第１項（１）～（９）のすべてを満たすことについて誓約します。

（１）国税及び地方税に滞納がないこと。

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団等の反社会的勢力に関係する者でないこと。

（３）補助金等交付申請日、又は補助金等交付決定日の時点で破産、清算、民事再生手続若しくは会社更生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。

（４）雇用保険適用事業所であること。（支配株主であって、事業を行っていない個人を除く。）

（５）厚生労働省所管の雇用関係助成金について、不正受給処分がなされていない又は不正受給処分がなされてから３年以上経過していること。

（６）労働保険料を滞納していないこと。

（７）労働関係法令の違反を行っていないこと。

（８）性風俗関連営業、接待を伴う飲食店営業又はこれらの営業の一部を受託する営業を行う事業主ではないこと。
（９）令和８年度において、第５条第１項に規定する譲渡型又は譲受型のいずれかの申請をしていないこと。ただし、交付決定の取消しを受けた者又はＰＭＩ型により申請しようとする者については、この限りでない。
※なお、税の滞納がある場合や県及び公的金融機関から融資を受けており債務の不履行がある場合については、別紙に課税庁が認めた納入計画あるいは債権者が認めた返済計画を添付してください（任意様式）。

令和　　年　　月　　日
秋田県知事　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所(法人にあっては事務所の所在地)

商号又は名称
氏名(法人にあっては代表者職氏名) ※自署すること
領様式第５号

	事前着手のための届出書
令和　年　　月　　日

　秋田県知事　あて

  　　　　申請者
住所(法人にあっては事務所の所在地)

商号又は名称

氏名(法人にあっては代表者職氏名)　

　　　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　

                                          　　　   
下記の補助事業等について、別記条件を了承のうえ、事前着手の届出を行います。
１　事業名称

Ｍ＆Ａ支援事業

２　補助事業等実施年度

令和８年度

３　着手年月日

令和　年　月　　日

４　完了予定年月日
令和　年　月　　日

別記条件

１　本届出は補助金の採択や交付決定を約束するものではなく、審査会で不採択となった場合、補助金等の交付を受けることが出来ないことについて了承すること。
２　着手年月日から補助金等の交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失等が生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。

３　交付決定を受けた金額が交付申請額、交付予定額に達しない場合においても異議がないこと。

４　当該事業については、着手年月日から交付決定を受ける期間内において、事業計画の変更を行わないこと。



様式第６号
	請　　求　　書

　令和　　年　　月　　日

秋田県知事　　あて

　　　　　　　　　　　　　　債権者　住所(法人にあっては事務所の所在地)

商号又は名称

氏名(法人にあっては代表者職氏名)　　　　　　

　次のとおり請求します。

　　　　　請　求　金　額　　　　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	内

訳
	契約(指令)金額
	　￥

	
	前 回 受 領 額
	　￥

	
	今 回 請 求 額
	　￥

	
	今後請求予定額
	　￥

	経費の内訳

令和８年度Ｍ＆Ａ支援事業費補助金

（令和　　年　　月　　日付け指令新産－　　　　による補助金）

	 支 払 方 法
	　口座振替払

	口座振替払の
振込銀行及び
口 座 番 号
	
	当

普

別

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 摘　　要

　カナ口座名義：

　本件の担当者所属部署名：

　担当者職・氏名　　　　：

　連絡先電話番号　　　　：

　連絡先メールアドレス　：


領様式第７号
Ｍ＆Ａ支援事業実施要領第４条第１項（10）に係る確認書
令和　年　　月　　日　
（あて先）秋田県知事　　　　　　　
申請者　住　所　　　　　　　
氏　名　　　　　　　
Ｍ＆Ａ支援事業実施要領第４条第１項（10）の該当者であることの確認書を提出します。
要件を満たす下記の１または２いずれかの項目を記入してください。

１　売上要件

	
	令和　　年　　月

（令和８年１月以降のいずれかの月）
	令和　　年　　月

（令和５年から令和７年のいずれかの月）
	減少割合

(B-A)/B

	売上高
	（A）　　　　　　円
	（B）　　　　　　円
	　　　　　　　　　％


２　仕入価格要件

	経費名
	仕入製品等

（品目等）
	仕入単価（A)
	仕入単価（B)
	上昇率

(A-B)/B×100

	
	
	
	
	


記載した仕入製品が経営に影響を与える理由

	


1または２に記載した事実を確認できる資料（決算書、試算表、取引先からの請求書等）を添付してください。

様式第８号
	補助事業等実績報告書
令和　　年　　月　　日　
　秋田県知事　あて
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　補助事業等が終了したので、その実績を次のとおり報告します。
　１　補助金等の名称　　Ｍ＆Ａ支援事業費補助金
　２　補助金等決定額　　　　　　　　　　　　　　円
　３　補助金等実績額　　　　　　　　　　　　　　円
　４　差引増減額　　　　　　　　　　　　　　円
　５　交付決定年月日　　令和　　年　　月　　日
　６　交付決定通知書指令番号　　指令新産－
　７　補助事業等終了年月日　　令和　　年　　月　　日


注　補助事業等の事業実績書及び収支精算書は別紙により添付のこと。
領様式第９号
	事　業　実　績　書
１．事業実績
事業名
事業期間
事業内容（具体的に）
Ｍ＆Ａ支援事業
令和  年  月  日
～
令和  年  月  日
２．経費配分
（単位：円）
事業名
目・節
総事業費
補助対象
事 業 費
補助金
申請額
備　考
（積算内訳）
Ｍ＆Ａ支援事業
謝金

旅費

委託費

許認可等取得関連

費

使用料及び賃借料

その他

計



領様式第１０号
	収　支　精　算　書
収入の部
（単位：円）
区　分
本年度
決算額
本年度
予算額
差引増減
摘　要
増
減
自己資金
補助金
借入金
その他
計
支出の部
（単位：円）
区　分
本年度
決算額
本年度
予算額
差引増減
摘　要
増
減
謝金

旅費

委託費

許認可等取得関連

費

使用料及び賃借料

その他
計



領様式第１１号
令和　　年　　月　　日

生産性向上計画書（３年）
所　　在　　地　

名称(商号)　　　

氏名(代表者名)　

電　　　　　話　

　Ｍ＆Ａ支援事業費補助金の譲受型を申請するにあたり、当該計画書を提出します。

（単位：千円）

	
	  年  月期
(基準年度)
	  年  月期
(初年度)
	  年  月期

	  年  月期


	①売上高（収入高）
	
	
	
	

	②営業利益
	
	
	
	

	③経常利益
	
	
	
	

	④人件費
	
	
	
	

	⑤減価償却費
	
	
	
	

	⑥設備投資額
	
	
	
	

	⑦従業員数

※基準年を下回らないこと
	人
	人
	人
	人

	⑧付加価値額（②＋④＋⑤）
	
	
	
	

	⑨労働生産性（⑧／⑦）
	
	
	
	

	労働生産性伸び率※

（対前年度）
	
	％
	％
	％


※基準年から毎年対前年度比で２％以上労働生産性を伸ばす計画を立案すること。
【生産性向上に向けた具体的な取組内容】

※具体的な取組内容について、本様式に収まらない場合は、別途任意の補足資料をご提出ください。
補助事業採択後、次年度以降は毎年状況報告書（様式第１２号）を提出し、労働生産性伸び率が基準に満たない場合は、要件を達成できなかった要因をヒアリングします。
領様式第１２号
令和　　年　　月　　日

生産性向上計画状況報告書（　　年目）
所　　在　　地　

名称(商号)　　　

氏名(代表者名)　

電　　　　　話　　　　(　　　)

　Ｍ＆Ａ支援事業実施要領第12条第２項の規定に基づき報告します。

（単位：千円）

	
	  年  月期
(基準年度)
	  年  月期
(初年度)
	  年  月期

	  年  月期


	①売上高（収入高）
	
	
	
	

	②営業利益
	
	
	
	

	③経常利益
	
	
	
	

	④人件費
	
	
	
	

	⑤減価償却費
	
	
	
	

	⑥設備投資額
	
	
	
	

	⑦従業員数

※基準年を下回らないこと
	人
	人
	人
	人

	⑧付加価値額（②＋④＋⑤）
	
	
	
	

	⑨労働生産性（⑧／⑦）
	
	
	
	

	労働生産性伸び率

（対前年度）
	
	％
	％
	％


※決算書を添付してください

【労働生産性の伸び率が基準に満たなかった原因と対策を記入】

労働生産性伸び率が基準に満たない場合は、要件を達成できなかった要因をヒアリングします。
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